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指定相談支援事業所に配置されている専門的職員の人数
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保健師

精神保健福祉士
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介護支援専門員
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指定相談支援事業所等について
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指定相談支援事業所数：2,843 2,843指定相談支援事業所数：

このうち、相談支援専門員の人数：5,465
相談支援専門員以外の人数：2,547

相談支援の業務に従事する者の人数： 8,012

２

※１人の者が複数の資格を有する場合は、複数に人数を計上
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ピアカウンセラーの人数： 848

※ 3事業所が宿直と携帯電話の両方で24時間対応しており、
ダブルカウントしているため、合計数は事業所数2,843と一致しない。
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「地域包括支援センター」等と一体的に総合的な相談窓口を設

置している窓口

保健・子育て・発達支援関係

就労支援関係

地域包括支援センター関係

サービス提供事業所関係

市町村総合相談関係

その他

指定相談支援事業所等について
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一体的に総合的な窓口
を設置している
相談支援事業所数： 277
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相談支援事業の障害種別等別の対象者

3障害＋障害児

3障害のみ

障害児のみ

その他

指定相談支援事業所数： 2,843

※1つの窓口が複数の関係と一体的に総合的な窓口を設置している場合は、複数に計上



15
44%

10
29%

5
15%

3
9%

1
3%

都道府県相談支援体制整備事業のアドバイザーの人数

１～５人

６～１０人

１１～１５人

１６以上

未定（その都度、業務内容に

応じてアドバイザーを選任する

ため）

都道府県相談支援体制整備事業について

都道府県相談支援体制整備事業の実施状況

【全国】
○アドバイザー数：254人
○アドバイザー１人当たり年間延べ活動日数：22,481日

【１都道府県当たり平均】
○アドバイザー数：7.9人
○アドバイザー１人当たり年間延べ活動日数：88.5日

※ 実施都道府県のうち、年間延べ活動日数とアドバイザー
の人数のいずれにも回答のあった32都道府県の回答より
算出したもの。
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実施率 34
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1
2%

12
26%

都道府県相談支援体制整備事業の実施状況

実施

（未実施であるが）Ｈ22年度中に実

施予定

未実施（Ｈ22年度も実施予定なし）

都道府県数: 47

実施都道府県数: 34
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都道府県相談支援体制整備事業のアドバイザーの資格等

都道府県相談支援体制整備事業について
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実施都道府県数: 34

※ １県については、業務内容に応じてアドバイザーを選任するため計上していない
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都道府県相談支援体制整備事業の業務内容

地域のネットワーク構築に向けた指

導、調整

地域では対応困難な事例に係る助言

地域における専門的支援システムの

立ち上げ援助（例：権利擁護、就労支

援等の専門部会

広域的課題、複数圏域にまたがる課

題の解決に向けた体制整備への支援

相談支援従事者のスキルアップに向

けた指導

地域の社会資源（インフォーマルなも

のを含む）の点検、開発に関する援助

その他

実施都道府県数: 34



障害児等療育支援事業について

６

都道府県
指定都市

・
中核市

合 計

実 施 46 51 97

未実施 1 8 9

障害児等療育支援事業の実施状況

都道府県数：47
指定都市・中核市数：59

障害児等療育支援事業の実施方法

都道府県数：46
指定都市・中核市数：51

都道府県
指定都市

・
中核市

合 計

直営で実施 5 6 11

障害児施設等に
委託で実施

28 41 69

直営＋障害児
施設等で実施

13 4 17



相談支援従事者研修について
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研修修了者を対象とした研

修（６．５時間以上）修了者

Ｈ18～2１年度修了者数合計：

40,730

Ｈ18～2１年度修了者数合計： 5,122
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9,793

6,693
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サービス管理責任者研修について
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介護 2,775 4,172 5,265 4,404

地域生活

（身体）
369 503 477 303

地域生活

（知的・精神）
3,322 3,795 4,604 3,733

就労 2,373 3,819 5,094 4,158

児童 926 823 1,137 1,224
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Ｈ18～21年度修了者数合計： 53,276
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管内の地域自立支援協議会の代表者

地域住民の代表者

主任児童委員

民生委員・児童委員

知的障害者相談員

身体障害者相談員

都道府県（行政職員）

市町村（行政職員）

児童相談所

保育所

保健所

公共職業安定所（ハローワーク）

大学等（学識経験者など）

権利擁護関係団体（権利擁護関係者）

障害当事者団体・障害当事者（障害者相談員を除く）

高齢者介護の関係機関

民間企業

教育関係機関（特別支援学校など）

障害福祉サービス事業者

障害福祉サービス事業者

発達障害者支援センター

障害者就業・生活支援センター

指定相談支援事業者（障害者相談支援事業の委託なし）

指定相談支援事業者（障害者相談支援事業の委託あり）

各機関に所属している者をメンバーとしている都道府県数

都道府県自立支援協議会の構成メンバー（所属先別）

都道府県自立支援協議会について

【設置状況】

○設置済：47都道府県

【運営方法】

○直営：45都道府県

○委託：2都道府県

９

設置都道府県： 47
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(75%)
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都道府県自立支援協議会について
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都道府県自立支援協議会の専門部会の設置状況

設置

（未設置であるが）Ｈ22年度中

に設置予定

未設置（Ｈ22年度も設置予定な

し）
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都道府県自立支援協議会の専門部会の種類

課題別

障害別

地域別

その他

都道府県自立支援協議会
設置都道府県： 47

専門部会設置都道府県： 29

課題別の専門部会設置都道府県： 29



都道府県自立支援協議会について
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都道府県自立支援協議会での協議項目

地域自立支援協議会で抽出された課

題の検討

都道府県内の圏域ごとの相談支援体

制の状況を把握・評価し、整備方策を

助言
相談支援従事者の研修のあり方を協

議

専門的分野における支援方策につい

て情報や知見を共有、普及

都道府県障害者福祉計画の作成・具

体化に向けた協議

相談支援体制整備特別支援事業につ

いて

都道府県自立支援協議会の今後のあ

り方検討
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都道府県自立支援協議会の活性化に向けての工夫

圏域ごとにアドバイザーを配置

し、相談支援体制の充実に向け

た支援を行う

地域自立支援協議会の運営状

況を確認する職員を配置（委託

可）

圏域ごとに圏域調整会議や協議

会等を設置し、地域の状況把握

に努める

担当者（事務局）会議、合同会

議、自治体職員の委員配置によ

る意見聴収等

その他
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都道府県自立支援協議会の運営に関する課題

障害福祉サービスの実施状況や基盤整

備の状況を把握することができない

都道府県の課題（人材育成、地域移行

等）を把握することができない

市町村や地域自立支援協議会との連携

方法がわからない

協議会の開催方法（議題など）がわから

ない

予算の確保が困難

都道府県自立支援協議会と他協議会等

との連携、役割分担等が不明瞭等

課題解決策への展開、施策化が困難（制

度の壁、地域資源格差等から）

事務局負担が大き<、運営を担う人材難

その他

47

4747 設置都道府県：

設置都道府県：

設置都道府県：
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